
岐阜県地球温暖化防止・気候変動適応計画 改訂版 概要

２０５０年目標（長期目標）

１ 目的

計画の基本的事項

温室効果ガスの排出抑制等を図る｢緩和策｣とともに、気候変動の影響に
よる被害を防止・軽減する｢適応策｣の取組方針を示す。

２ 計画の位置づけ

・｢地球温暖化対策の推進に関する法律｣に基づく｢地方公共団体実行計画
(区域施策編)｣

・｢気候変動適応法｣に基づく｢地域気候変動適応計画｣
・｢岐阜県地球温暖化防止及び気候変動適応基本条例｣に基づく｢地球温暖化
防止・気候変動適応計画｣

３ 計画の期間

2021(令和3)年度から2030(令和12)年度(10年間)

「脱炭素社会ぎふ」とは
・温室効果ガス排出量が実質ゼロとなった社会（緩和策）
・気候変動の影響に適応した持続可能な社会（適応策）

2050年の目指すべき姿 「脱炭素社会ぎふ」の実現

対策の方向性

■緩和策
省エネルギーの徹底、温室効果ガスの排出量の少ないエネルギーへの

転換、再生可能エネルギーの最大限導入や次世代自動車の普及を加速

■適応策
防災・国土強靭化、農林水産業の振興、生物多様性の保全等、関連す

る施策に積極的に気候変動適応を組み込み、各分野における気候変動適
応に関する施策を推進

計画の進捗管理

・ＰＤＣＡサイクルにより、実効性を向上させ、計画を着実に推進
・毎年度、温室効果ガスの排出状況や施策の進捗状況を把握し公表
・国内外の社会経済情勢や気候変動対策に関する取組、技術革新などの状

況を踏まえ、必要に応じて計画の見直しを実施

２０３０年度目標（中期目標）

(単位：万t-CO2)

＜緩和策＞

2030年度における温室効果ガス排出量を 2013年度比４８％削減
さらに、５０％の高みに向けて挑戦 を続けていく

＜適応策＞

適応策が着実に進展し、気候変動の影響が最小化

注１)端数処理のため、合計と表示が合わない場合があります。
注２)2013年度(基準年度)は吸収量を含みません。

参考資料２



＜施策編＞

２０３０年度目標(中期目標)を達成するための主な施策（適応策）

① 再生可能エネルギー

・住宅や工場の屋根や屋上等への太陽光発電設備等の導入を
促進

・初期費用ゼロでの自家消費型太陽光発電設備等の導入を支援
・長期貯蔵・運搬が可能な水素に対する理解促進を図るととも
に、グリーン水素の活用による水素社会モデルの構築を検討

・再生可能エネルギーの活用や省エネルギーの取組みに関する
ワンストップ相談窓口を設置

・自立・分散型エネルギーシステム構築に向けた市町村のワー
クショップ形成や地域資源活用可能性調査を支援

・県民によるＺＥＨ等の省エネ住宅の取得・既存住宅の断熱性向
上等の改修を支援

・県産材住宅の建設を支援するとともに、販路拡大に向けて補助
制度を拡充

・「県産材利用促進協定」を締結し、商業・観光・医療施設や、
街並み、街路などの木造化・木質化に取り組む企業を支援

・非住宅建築物の施主に対し県産材利用の提案や法令に適合した
設計ができる｢木造建築マイスター｣を育成・認定

② 住宅・建築物

・信号機の集中制御等の高度道路交通システム(ＩＴＳ)を推進
・地方鉄道、地域の路線バスの事業者、コミュニティバスを運
行する市町村に対して運行費用等を支援

・ＡＩを活用したオンデマンド交通やＭａａＳなど利便性の高
い先進的なモビリティサービスの導入を支援

・ＦＣＶ用の水素ステーション設置を計画的に支援
・ＥＶ・ＰＨＶの利便性向上のため充電インフラの普及を促進

③ まちづくり・交通・運輸

２０３０年度目標(中期目標)を達成するための主な施策（緩和策）

⑦ 循環経済

・地域循環共生圏の形成への取組を支援
・世界農業遺産｢清流長良川の鮎｣の持続的発展に向け、｢長良
川システム｣の保全・活用・継承活動を推進

・廃棄物の資源化やそれを活用した水素製造や再生可能エネル
ギーの創出に向けた検討を実施

・｢岐阜県プラスチック・スマート事業所『ぎふプラスマ！』｣
登録制度を普及させ、プラスチック資源循環を推進

・フードバンク活動等を通じた食品ロス削減の取組を支援

・｢ＩＣＴを活用したモデル工事｣の拡大や企業への助言などを
通じ、ＩＣＴ活用工事の普及を促進

・道路照明灯等の更新に合わせたＬＥＤ化を推進
・県で建設中のダムにおいて、発電事業者の設計・施設整備等
を促進するとともに、設置が見込まれる県管理砂防施設等に
ついても適正な設置を促進

・上下水道施設における省エネルギーの推進及び再生可能エネ
ルギー設備の導入を促進

⑧ 社会インフラ

・県民や事業者からの気候変動や温室効果ガス削減に関する問
合せに対応する総合窓口を設置

・行動変容による削減効果を把握するため、県民が取り組んだ
省エネ行動をＷｅｂ上で入力、数値化するシステムを構築

・行動科学的手法(ナッジ)を用いた普及啓発を実施
・学校や地域において環境学習等を実施する環境教育推進員・
地球温暖化防止活動推進員の活動を支援

・県内の生徒・学生を将来の環境人材として育成するため、
｢ぎふ清流COOL CHOICE学生アンバサダー｣育成研修を開催

・｢ぎふ環境学習ポータルサイト｣において、企業・団体・行政
が行う講座等、教材、指導人材等の環境関連情報を紹介

⑨ 普及啓発

④ 商工業・観光

・業種ごとの特性に応じた省エネルギー対策などを紹介する業
種別セミナーの開催や省エネルギーの専門家の派遣を実施

・自動車産業界の電動化等に対応する企業の支援のため、相談
窓口の設置や専門家による戦略・計画策定支援等を実施

・県内企業のエネルギーの効率化、再生可能エネルギーの導入
を促進

・カーボン・オフセットの普及促進に向けたセミナーを開催
・地域関係者が一体となった持続可能な観光地域づくりを支援

・環境に配慮した栽培技術と省力化に資する先端技術を取り入
れたグリーンな栽培体系への転換を支援

・有機農業の取組面積拡大に向けた推進体制の整備、営農モデ
ルづくりを進めるとともに、必要な資材導入等を支援

・家畜排せつ物等の堆肥化施設や化学肥料削減に繋がる堆肥散
布機等の整備を支援し､耕種農家と畜産農家の連携体制を構築

・朝市・直売所､量販店､飲食店等での県産農産物のＰＲ活動等
により､流通販売関係者・消費者への地産地消県民運動を展開

⑤ 農畜水産業

・｢主伐・再造林推進ガイドライン｣に基づく協定を締結した森
林所有者や林業事業体等による計画的な施業を支援

・エリートツリーや早生樹等の活用による施業技術の調査・研
究を進めるとともに、苗木の生産体制を構築

・県産材住宅の建設に取り組む工務店や団体の活動を支援
・木質バイオマス利用施設の整備や県民協働による未利用材の
搬出運搬を支援

・本県独自の森林吸収クレジット制度((仮称)Ｇ－クレジット
制度)を構築するほか、県営林においてＪ－クレジットの認
証を申請し、売却益を森林整備に充てる仕組みづくりを推進

⑥ 森林・林業

① 農業・林業・水産業

・気候変動の影響による品質低下等に対応するため、高温に強
く収量性・食味等に優れ、本県の気象や土壌条件に適した新
たな良食味品種、穂発芽しにくい水稲の品種を育成、選定

・気候変動の影響に適応する果樹の品種を選定､栽培技術を開発
・病害虫の発生予察により発生状況を的確に把握し､情報を提供
・森林整備や治山事業の計画的な実施により山地防災力を強化
・気候変動に伴うアユの生態変化に対応した放流種苗を生産す
るため、遡上稚鮎由来の養成親魚から放流用稚鮎を生産

・高水温の環境下にも適応できる養殖用種苗の育種改良や新た
な養殖魚種の選定、養殖技術を研究

・公共用水域及び地下水の水質測定計画を毎年度策定し、関係
機関と常時監視を行い、結果を公表

・魚類等の遡上・降下環境を確保するため、必要に応じて堆積
した土砂の除去や補修等、魚道の維持管理を実施

・地下水位や地盤沈下等の観測・測量を行い、状況を把握

② 水環境・水資源

・高山帯等における気象データを収集するとともに、野生生物
の生息・生育適域の変化について把握

・河川生態系等への複合的な気候変動影響と対応策を検討する
とともに、早期遡上アユや渓流魚の資源動態を研究

・絶滅のおそれのある動植物の調査や、生物多様性シンポジウ
ム等の普及啓発を実施

③ 自然生態系

⑥ 産業・経済活動

・製造業を含む県内企業を対象に、災害時における事業継続計
画(ＢＣＰ)及び事業継続力強化計画の策定支援を実施

・観光業への気候変動影響に関する情報収集・提供を行うとと
もに、気候変動を踏まえた持続可能な観光地域づくりを実施

・県営水道の地域間相互のバックアップ機能の強化、老朽化管
路の複線化、大容量送水管の整備を実施

・県管理緊急輸送道路上の防災対策を推進
・緊急輸送道路及び孤立予想集落へ通ずる道路沿いの民有地樹
木伐採の補助、県内道路における無電柱化を推進

⑦ 県民生活・都市生活

④ 自然災害

・水防資材の支給や市町村に対するハザードマップの作成支援
等の事前防災対策の充実や、関係機関との迅速な連携、情報
収集等により速やかな応急復旧体制を構築

・河川等による治水に加え、あらゆる関係者により、流域全体
で被害を軽減する｢流域治水｣を推進

・砂防えん堤の整備等のハード対策と、土砂災害警戒区域の指
定等のソフト対策の両面から土砂災害対策を実施

・地域防災を担う人材の育成や実践的な防災訓練の実施等、平
時から備える防災意識の向上を図るとともに、適時・的確な
避難情報の発令による避難誘導を実施

・熱中症による救急搬送人員数の動向分析や、予防のための普
及啓発を実施

・熱中症警戒アラートについて、県ホームページで周知を図る
など、継続して熱中症の注意喚起を実施

・気温の上昇と感染症の発生リスクについて情報を収集・提供

⑤ 健康


